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  Abstract

  We have developed a watershed model named “AIST-Standardized Hydrology-based AssessmeNt tool for chemical 
Exposure Load (AIST-SHANEL)”, which can estimate chemical concentrations over 109 Class A river systems in 
Japan for risk assessment. This model enables us to estimate monthly exposure concentration in a 1 km mesh with 
emission, climatic, geographical, sewage and industrial statistics in river systems in Japan. In this study, we estimated 
the linear alkylbenzenesulfonate (LAS) concentration over 109 Class A river systems and evaluated the reliability of 
this model. The calculated fl ow rates and LAS concentrations of the rivers were compared with the observed ones. 
The ratios of the calculation values to the observed values were within a factor of two, suggesting that the model was 
generally verifi ed. This study suggested that the estimated spatial and temporal LAS concentrations of the rivers are 
infl uenced by fl ow rate, degradation rate and Koc. This model may be used to estimate the chemical concentrations of 
watershed areas without monitoring chemical concentrations in Japan, using which we can discuss the unknown and 
latent risk of chemical substances. This model will give us much useful information on aquatic risk assessment and 
watershed management in Japan.

  
   Keywords : Watershed model ;    Aquatic risk assessment ;    Chemical concentration ;    Class A river system

    産総研－水系暴露解析モデル（AIST-SHANEL）による
日本全国の1級水系を対象とした化学物質濃度の推定

    1．はじめに

  近年，水生生物の保全の観点から化学物質による水環
境への影響が懸念されている。1990年代後半には内分
泌かく乱化学物質，いわゆる環境ホルモンへの社会的関
心が高まり，水環境中の化学物質に関する調査研究が進
められてきた。生活や産業活動に伴って排出された化学
物質は，生活排水や都市排水，工場排水とともに移動す
る。下水道が普及している地域では，これらの排水は下
水処理場へ運ばれ，物理化学的に処理される。下水道が
普及していない地域では合併処理浄化槽や小規模な排水
処理施設が設置されており，ほとんどの排水は処理され
る。これらの処理で除去されずに残存した化学物質が河
川流域や海域などの公共用水域へ流出する。したがって，
河川流域の生態リスク評価は，流域での処理の状況を考
慮したうえで，河川水濃度を推定する必要がある。一
方，河川流域の化学物質の観測頻度は主要な河川で高々
数地点，年に数回程度である。河川流量は降水量や気温
等によって変動するため，化学物質の濃度も経時変化を

伴う。観測値を利用したリスク評価は観測値が存在しな
い地点や時期の潜在的なリスクを見逃す危険性がはらん
でいる。日本全国の化学物質の河川水濃度を時間的，空
間的に密に観測することは，経済的にも作業的にも困難
である。

  この状況下，全国の河川水濃度を推定する数理モデル
が必要とされてきた。まず，河川流量の予測モデルに
は，岡澤ら  1） や芳村ら  2） の日本全域 0.1度（約 10 km格子）
単位の河川流量予測システムがある。次いで，化学物質
の濃度推定モデルには， 国立環境研究所の環境多媒体
モデル（G-CIEMS） 3） がある。このモデルは日本全国を
大気は 2.5 km格子，地表面は平均 9.3 km 2 の小流域，河
川は平均河道長 5.7 kmの河道に分割している。しかし
ながら，これらの流量予測ならびに濃度推定モデルでは，
河川流域の発生源と河川水濃度の関係を考察するには空
間解像度が粗いうえ定常性を仮定しているため，生態リ
スク評価のためのモデルとして十分でない。 産業技術
総合研究所では，日本全国 109の 1級水系を 3次メッシュ
（約 1 km格子）かつ月単位での化学物質の河川水濃度の

     石　川　百合子 ＊，¶    川　口　智　哉 ＊＊  東　野　晴　行＊  
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解析を可能とした産総研－水系暴露解析モデル（AIST-
SHANEL） 4，5） を公開した。

  本研究では AIST-SHANEL Ver.2.0を用い，LASを対
象に日本域におけるケーススタディーを実施し，我が国
の気象や排出量等の条件下では，化学物質の河川水濃度
が時間的，空間的に高解像度で推定できることを明らか
にする。具体的には，月単位や年平均値のオーダーが整
合していることを確認するとともに，観測値が得られる
ことが少ない経時変化は負荷流出特性を分析することに
より検証できることを示す。

    2．モデルの概要

    2.1　対象水系
  AIST-SHANELは 2004年に多摩川水系等の 4水系
を対象とした Ver.0.8，2005年に利根川，淀川，木曽川
等の 13水系を対象とした Ver.1.0，2010年にモデルの
解析領域を図 1に示す全国 109の 1級水系へ拡張した
Ver.2.0を公開している。
    2.2　解析フロー
  図 2に示す通り，AIST-SHANELは流量解析，排出

量推計，濃度解析の 3つのサブモデルから構成され，気

象データ，化学物質の排出量，蒸気圧，半減期等の物
性を入力すれば，3次メッシュ毎に河川流量や化学物
質の河川水濃度を推定することができる。本来，AIST-
SHANELは非定常解析を実施するが，Ver.2.0では日本
全国の 1級水系を対象にしていることから，CPU Time

の短縮を図るべく月別の定常解析により経時変化を推定
する。現在，このモデルには 109水系の標高  6） ，人口  7） ，
工業統計  8） ，土地利用  9） ，下水処理場  10） 等のメッシュデー
タが内蔵されている。
    2.3　AIST-SHANEL Ver.2.0 での改良内容
  ここでは，Ver.2.0で改良した落水線の作成，排出量

推計，化学物質動態解析の具体的な内容を述べる。なお，
AIST-SHANELにおける流量推定，排出量推計，化学物
質動態解析のサブモデルについては石川・東海  4） に記述
した。
    2.3.1　落水線の作成
  従来，落水線は標高に基づき作成する方法が多く，低
平地はもちろんのこと，人工的に流路が整備されている
流域には適用が困難である。仮に，標高から落水線を作
成しても，実際の流路を再現できる保証がない。ここで
は，一般に入手が容易な国土数値情報の流路位置および
流域界，非集水界線位置データから 3次メッシュを基準
とする落水線を作成した。落水線は東西南北の 4方向に
定義する。この方法は標高データが得られない場合で
も，地図をデジタイジングして流路と流域界の位置デー
タ（座標）を取得すれば，落水線を自動的に定義するこ
とが可能であり汎用性は高い。

  本モデルの落水線の作成においては，単位流域数と単
位流域名称を定義する流域界テーブル，単位流域数と単
位流域毎の頂点数およびその位置（緯度経度座標）を定
義する流域界ポリゴン，単位流路数ならびに単位流路と
下流に位置する単位流路との関係を定義する流路テーブ
ル，単位流路数と単位流路毎の頂点数およびその位置（緯
度経度座標）を定義する流路ポリラインの 4種類のデー
タが必要となる（図 3参照）。

  ここで，流域界と流路とは一対のもの，すなわち流域
界と流路のテーブル数が等しくなるように設定する。

  処理手順は次の Step1から Step4に示す通りである（図
4参照）。Step1において，最下流のメッシュを決定した

1 km

1 km1 km

図2　AIST-SHANELの解析フロー 図3　入力データに関する模式図

図1　AIST-SHANEL Ver.2.0の対象水系
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うえで，単位流路毎に河道位数を計算する。河道位数
は Horton  11） が提案し，Strahler  12） が改良した概念である。
流域の最上流端の位数を 1とし，同一位数 uの 2つの
河道が合流して作られる河道の位数を u+1とするもの
である。ある位数 uの河道にそれより小さい位数 u- 1の
河道が合流しても，その河道の位数は uのままである。
Step2では，Step1の流路に位置するメッシュを対象に，
河道位数が高い流路から順に，流向を設定する（図 4
の赤色の矢印）。Step3では，Step2で定義した流向に隣
接するメッシュの流向を設定する（図 4の橙色の矢印）。
流向が複数候補ある場合，最下流端に対して流下距離が
短くなるよう流向を設定する（図 4の×方向ではなく，
○方向へ流向を設定）。Step4では，Step3で定義した流
向に隣接するメッシュの流向を設定する（図 4の緑色
の矢印）。単位流域内で流向が未定義であるメッシュが
無くなるまで，この作業を繰り返す。最終的に流向を決
定できないメッシュが存在しないか，落水線の対向や
ループがないかを検証する。
    2.3.2　排出量推計
  PRTR（Pollutant Release and Transfer Register） 1  3  ） の公表

データを入力し，下水道を経由しない地先排出量と下水

処理場からの排出量を推計する。ここでは，PRTRの届
出事業所毎の排出量や都道府県別の排出量等より空間解
像度の高い詳細なデータを入力し，排出量の面的分布
の精度を向上させた。具体的には，図 5に示す方法で
排出量を推計する。ここで，3次メッシュ毎の下水道普
及率は存在しないため，人口が多い地域に下水道が普及
されているという仮定のもとで，市区町村毎にメッシュ
人口  7） を降順に並び変え，累積した人口が下水道普及人
口  10） に達するまでのメッシュの下水道普及率を 1とし，
それ以外は 0とした。
⑴  　地先排出量
  届出事業所からの公共用水域への排出量は，届出事業
所の所在地に対応した 3次メッシュに排出量を設定する
（図 5.1 ）。対象業種の事業者からのすそ切り以下の届出
外排出量は，製造業は製造品出荷額，非製造業は従業員
数を割り振り指標として，これに関する全国値に対する
3次メッシュ値の割合を全国排出量に乗じることにより
下水道未整備区域の 3次メッシュに割り振る（図 5.2 ）。
非対象業種の事業者や家庭からの届出外排出量は，都道
府県別排出量  1  4  ） を入手できるため，それらの排出量を用
途別に整理する。次いで，人口や土地利用の 3次メッシュ
データを割り振り指標として，これに関する都道府県値
に対する 3次メッシュ値の割合を都道府県別排出量に乗
じることにより下水道未整備区域の 3次メッシュに割り
振る（図 5.3 ）。

A B C

図5.1　届出事業所からの排出量の推計フロー

PRTR

A B C

図5.3  非対象業種の事業者や家庭からの届出外排出量の推
計フロー

図4　落水線作成に係る処理手順の概念

PRTR

A B C

図5.2  対象業種の事業者からのすそ切り以下の届出外排出
量の推計フロー
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  ⑵　下水処理場からの排出量
  届出事業所の下水道への移動量は，所管する自治体

の下水処理場へ割り付ける（図 5.1 ）。対象業種の事業
者からのすそ切り以下の下水道への移動量は，これに
関する情報は存在しないため，届出事業所の公共用水
域への排出量と下水道への移動量の比率から推定する
（図 5.2 ）。非対象業種の事業者や家庭からの下水道移動
量は，都道府県別に公表されているデータ  1  4  ） を市区町村
別の下水道普及人口  10） を重みとした比例配分によって市
区町村別の下水道移動量を推定する（図 5.3 ）。これら
下水道への移動量の合計値を，処理水量を重みとして所
管する自治体の単独下水処理場や流域下水処理場へ比例
配分する。下水処理場からの排出量は下水処理での除去
率を考慮する。地先排出量と下水処理場からの排出量は
定常を仮定する。
    2.3.3　化学物質動態解析モデル
  濃度解析では図 6に示す移流・拡散，沈降・巻上げ，
生分解，SSとの吸脱着，大気沈着などのメカニズムを
考慮した物質動態解析を通して，化学物質の河川水濃度
を推定する。なお，本モデルで取り扱う分解速度は，水
域における化学物質の代表的な動態メカニズムである微
生物分解を対象としており，光分解や加水分解は考慮し
ていない  4） 。

  前述の通り，Ver.2.0では日本全国の 1級水系を対象
にしており，CPU Timeの短縮を図るべく月別の定常解
析により経時変化を推定する。流量解析の境界条件には
月平均の気象要素を与え，10日間の定常解析を実施す
る。流量，化学物質の河川水濃度ともに 10日間で定常
に到達することを確認している。

        3．LAS を対象にしたケーススタディー

  ここでは，界面活性剤の 1つである直鎖アルキルベン
ゼンスルホン酸塩（LAS）を解析対象として，全国 109

の 1級水系の河川水濃度を推定し，モデルの検証ならび
にモデルの有用性について考察する。
    3.1　検討条件
  モデルに適用する人口，自治体，下水処理場等のデー
タは 2005年を基準としているため，モデル検証もこれ
に習い 2005年を対象とする。表 1は PRTRデータ  1  3  ） に
基づき推定した LASの公共用水域への排出量と下水道
への移動量を示したものである。非対象業種および家庭
の届出外排出量が届出排出量とすそ切り以下の排出量よ
りも二桁多かった。非対象業種および家庭の届出外排出
量のうち，水域へ排出されるものは洗浄剤・化粧品等の
界面活性剤となっている。

  この排出量に基づき，下水処理場における LASの除
去率を 0.99  1  5  ） として公共用水域への排出量を推定した。
図 7は 3次メッシュでの地先と下水処理場とを合わせ
た排出量の面的分布を示したものである。排出量はその
殆どが地先排出量であることから，人口の面的分布に同
調した結果となった。

  表 2はモデルに入力した物性値を示したものである。
LASは蒸気圧が低く水溶解度が大きい。河川水中の半
減期は 0.75日  1  6  ） と短く，有機炭素水分配係数 Kocは
2 , 500    L  ･  kg  -1     1  6  ） と比較的大きい物性を有する。なお，本
モデルでは，半減期に基づく分解速度係数は，アレニウ
スの式より温度依存性を考慮して推定している  4） 。
    3.2　モデルの検証
  ここでは，月単位および年平均での推定値と観測値と
のオーダーを比較し，流量解析と濃度解析に係るモデル

図6　化学物質動態解析で対象とするメカニズム

表1　PRTRデータに基づくLASの排出量（t･year-1）

表2　モデルに適用したLASの物性値

図7　排出量の面的分布

Emission Amounts kg・year-1
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を検証する。月単位の検証は観測が実施された月の河川
水濃度の推定値と観測値で，年平均での検証は観測値お
よび推定値それぞれの算術平均で，流量と河川水濃度の
観測値と推定値を比較する。妥当性の判断基準に関して，
観測値に対する推定値の比率が 1/2から 2（Factor 2 ）以
内であることを目標とし，この範囲内であれば推定値は
良好，この範囲外のうちの 1/3から 3（Factor 3 ）以内で
あれば推定値は概ね妥当であると考えた。

  図 8.1は全国 109の 1級水系における最下流に位置す
る流量観測地点の月単位流量  20  ） の観測値と推定値を示し
たものである。Factor 2は全データの 67％，Factor 3は
85％を占め，本モデルの月単位流量は概ね妥当である
ことが示された。年平均流量では，Factor 2が 96水系，
Factor 3が 12水系，Factor 4が 1水系となっており，年
平均流量の推定精度は良好であると考えられた。

  図 9.1は 2005年の河川水 LAS濃度の月単位の観測値
と推定値，図 9.2は年平均水質の観測値と推定値を比較
した結果を示したものである。観測値は利根川水系の金
町，荒川水系の治水橋と笹目橋，多摩川水系の羽村堰，
多摩川原橋および田園調布堰，淀川水系の枚方大橋の 7

地点における年 4回（3，6，9，12月）のデータ  21  ） のみ
である。月単位の河川水濃度は，Factor 3が全データの
67％，Factor 4が 79％，年平均の河川水濃度は Factor 2

の範囲であった。河川水濃度の観測値は年 4回のある特
定日時で得られたものであり，推定値は月別の定常解析

結果である。前者は瞬時値，後者は月別の代表値として
の意味合いから，経時変化の直接的な検証（観測値と推
定値との時別の一対比較）は困難であるものの，そのオー
ダーに関する精度評価は可能であると考え，概ね妥当で
あると判断した。河川水濃度の観測値は利根川，荒川，
多摩川，淀川でのみ得られた状況にあり，今後，これら
以外の河川でのモデル検証が必要である。
    3.3　河川水濃度の時間的・空間的分布の特徴
  図 10（a）は全国 109の 1級水系内にある 3次メッシュ
のうち，1級河川の流路に位置するメッシュを除いた月
別 LAS濃度の推定結果から濃度が 0でないメッシュを
抽出し，パーセンタイル図を作成したものである。一方，
図 10（b）は 1級河川の流路に位置する 3次メッシュを対
象に，同じくパーセンタイル図を作成したものである。
1月と 7月の濃度に関して，両者の傾向は異なっていた。
河川水の化学物質濃度を変動させる主な要因は，希釈，
微生物分解，懸濁物質への吸着性の 3つである。有機炭
素水分配係数 Kocが大きい場合，本モデルでは懸濁物
質への吸着性に関して，地先排出量は流域内に残存しや
すいと考えて河川への流達率を小さくし，流達し得ない
排出量は降雨流出に伴い掃流されると表現している。河
川の水量が十分な水域では，主に上流域からの流出負荷
量の状況を条件として，流量の季節変動および水温によ
る分解の影響を受けることから冬季は濃度が高く，夏季
は濃度が低くなる。河川水量が十分でない水域では地先

図9.1　月別河川水濃度の推定精度 図9.2　年平均河川水濃度の推定精度

図8.1　月別流量の推定精度 図8.2　年平均流量の推定精度
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排出量の河川への流達状況が河川水濃度を決定する主な
要因である。これは後述するように全国 1級水系の面的
分布の傾向として現れている。

  1級河川以外のメッシュでは河川流量が大きな 7月の
河川水濃度（図 10（a）参照），1級河川のメッシュでは
河川流量が小さな 1月の河川水濃度が何れも高く（図
10（b）参照）なっていた。図 11は 1月と 7月の河川水
LAS濃度の面的分布を示したものである。北海道，関
東北部から東北の太平洋側の地域に関して，1級河川以
外のメッシュでは 7月の河川水濃度が高くなっていた。
図 12は推定した河川流量の面的分布を示したものであ
る。1月の河川流量は日本全域で少なく，7月は北日本
を除いて流量が多い傾向にあった。図 13は推定した河
川水温の面的分布を示したものである。1月は日本全域
で 5℃未満と低く，7月は 20℃以上の地域が多かった。
しかしながら，1級河川以外のメッシュの 1月の河川水

濃度は高くなく，分解速度の違いは濃度に大きな影響を
与えないことが示唆される。

  前述の通り，LASの Kocは比較的大きいうえ，水域
への排出量はその殆どが地先排出量である。このため，
地先排出量の殆どは流域内に残存するものの，流量が多
くなる 7月には降雨流出に伴う掃流効果により河川水濃
度が高濃度になるものと考えられる。このように，化学
物質の河川水濃度は希釈効果，分解性，吸着性等の要因
が複合的に絡んでいるが，本モデルを適用することによ
り，これらの関係を俯瞰的に考察することが可能となる。

  また，化学物質の観測値の経時変化が得られることは
少なく，その妥当性を如何に判断するかが重要となる。
ここでは，濃度の経時変化を，対象場の流量と負荷の流
入形態から決定される負荷流出特性より評価した。まず，
推定された流量  Q と河川水の LAS濃度  C から流出負荷
量  L を求めた。次いで，負荷流出特性として式⑴に示
す Rating Curveの係数  β を同定した。

Q\L b     ………………………………………………  ⑴ 

  既往の研究成果  2  2  ） よりアルキルベンゼンスルホン酸ナ
トリウム（ABS）の負荷流出特性が得られたこと，ABS

は LASと同じ界面活性剤で使用形態が類似することか
ら両者の負荷流出特性を比較した。同研究成果  2  2  ） によ
れば，多摩川の調布堰における ABSの 1959年～ 1975

年の観測結果に基づき推定された  β は 0.25である。本モ
デルで得られた同地点における LASの  β は 0.21である。
通年のデータを対象にすれば観測時期が異なっても  β は
大きく変化しないと考えられる。全国 109水系を対象に
渇水流量から豊水流量の範囲を想定したとき，本研究

図10　河川水濃度のパーセンタイル図

図11　河川水濃度の面的分布（LAS）

図12　河川流量の面的分布

Jan. Jul.

図13　河川水温の面的分布

Jan.  　    Jul.Jan. Jul.

（a）1級河川を除くメッシュを対象 （b）1級河川に位置するメッシュを対象
LAS µg・L-1 LAS µg・L-1

Concentration µg・L-1

Discharge m3・s-1
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で推定された LASの  β が0.21の下での流出負荷量  L は，
前出の ABSの  β が 0.25のときのそれに対して 25％以内
の差であることから，LASの経時変化は妥当であると
判断した。

  今後，観測値の全く存在しない新規化学物質の河川水
濃度の経時変化の妥当性を評価する場合に備え，本モデ
ルを用いて化学物質の負荷流出特性と使用形態や物性と
の関係性を明らかにしていくことが必要となる。さらに，
河川底泥に蓄積した化学物質を対象にしたリスク評価
が要請されるものと考えられる。本モデルでは河川底泥
濃度も推定可能であるが，検証に十分な底泥濃度の観測
値が得られないため，現下では底泥濃度の妥当性を示す
ことができない。底泥濃度の推定においては，本モデル
の SS濃度の推定精度を向上させる必要があり，例えば，
SSの負荷流出特性を地域ごとに設定することが課題と
して挙げられる。

4．      おわりに

  従来のリスク評価は対象場（地点，時期）を限定し，
この状況における観測値を利用したものであった。化学
物質の水系内の河川水濃度をモニタリングより俯瞰する
ことは，時間的，空間的に密に観測することが経済的，
作業的に困難であることから現実的でない。このため，
リスク評価には河川水濃度を推定する数理モデルが必要
であるとの認識から，化学物質の生態リスク評価のため
の河川水濃度を推定する産総研－水系暴露解析モデル
（AIST-SHANEL Ver.2.0 ） 5） が公開されている。このモデ
ルは全国 109の 1級水系を対象に，化学物質の河川水濃
度を月単位かつ 3次メッシュの解像度で推定するモデル
である。

  本研究では，本モデルを LASに適用した結果，日本
域における複数地点の月単位および年平均の河川流量と
河川水濃度に関して，推定値と観測値が整合しているこ
とを検証するとともに，河川水 LAS濃度の月別変化お
よび面的分布を捉えることができた。また，化学物質の
観測値の経時変化は，対象場の流量と負荷の流入形態か
ら決定される負荷流出特性より検証した。既往の研究
成果より ABSの負荷流出特性が得られたこと，ABSは
LASと同じ界面活性剤で使用形態が類似することから，
両者の Rating Curveの係数  β を比較した。この結果，全
国 109水系の渇水流量から豊水流量の範囲において，本
研究で推定された LASの  β が0.21の下での流出負荷量  L

 は，前出の ABSの  β が 0.25のときのそれに対して 25％
以内の差であることから，LASの経時変化は妥当であ
ると判断した。本研究の成果より，本モデルはモニタリ
ングでは捉えきれない潜在的なリスクを時間的，空間的
な環境場に対して見逃さない評価を可能にしたものと考
える。

  課題としては，観測値が得られる物質に対する検証だ
けでなく，それが全く存在しない場合のモデルの妥当性
についても評価することが挙げられる。

  本研究により，モニタリングでは捉えきれない時間的，
空間的な環境場にも，河川水の化学物質濃度の予測可能
なことが示唆されたことから，今後は観測値の集積が十

分でない流域として，例えば諸外国にある流域への適用
が期待できる。
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［論　文　要　旨］
化学物質の水系内の河川水濃度をモニタリングより俯瞰することは，時間的，空間的に密に観測すること

が経済的，作業的に困難であることから現実的でない。この認識の下，全国 109の 1級水系を対象に化学物
質の河川水濃度を月単位かつ 3次メッシュの解像度で推定する産総研－水系暴露解析モデル（AIST-SHANEL 

Ver.2.0 ）が開発されている。本研究では，このモデルを直鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩（LAS）に適用
した結果，複数地点の月単位および年平均の河川流量と河川水 LAS濃度に関して推定値を検証するととも
に，月別変化や面的分布を捉えることができた。また，化学物質の観測値の経時変化が得られることは稀で，
これを負荷流出特性から検証した結果，LASの経時変化の妥当性が判断できた。本研究により，本モデル
はモニタリングでは捉えきれない潜在的なリスクを時間的，空間的な環境場に対して見逃さない評価を可能
にしたものと考える。

キーワード：化学物質；生態リスク；1級水系；河川水濃度；モデル
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